Ⅰ－５　　契約の履行不能と危険負担
担当：中間・中原・沼尾



設問
（１）Xは、Aに対して、甲の代金として支払われた１億円の返還を請求することができるか。
（ａ）ＸがＡに対して代金の返還を請求するための法律上の根拠として、どのようなものが考えられるか。

　（ア）Ｘは、危険負担を理由として、Ａに代金の返還を請求することができるか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責：中間　大輔

☆危険負担とは☆
　双務契約によって生じた二つの債務について、その一方の債務が債務者の責めに帰することができない事由によって消滅した場合に、他方の債務が存続するか、消滅するかという問題。

危険負担における二つの考え方
債務者主義・・・双務契約の一方の債務が消滅すれば、他方の債務も消滅するという考え方。双務契約における両債務の牽連性を重視し、一方の債務が消滅した以上、他方も消滅するのが公平である、という見解から導かれる。

債権者主義・・・双務契約の一方の債務が消滅しても、他方の債務は存続するという考え方。「利益の帰するところ損失もまた帰する」という利益帰属者危険負担の原則や所有者危険負担の原則から導かれる。
では、債務者主義と債権者主義とはいかなる関係に立つか。

原則→債務者主義（536条1項）
「当事者双方の責めに帰することができない事由によって債務を履行することができなくなったとき」は、原則として他方の債務も消滅し、債務者は反対給付を受けることができない。

例外→債権者主義（534条1項）
「特定物に関する物権の設定又は移転を双務契約の目的とした場合」に、「その物が債務者の責めに帰することができない事由のよって滅失し、又は損傷したとき」は、例外的に他方の債務が消滅せず、債権者は反対債務の履行をしなければならない。
債権者主義の問題点

○債権者が得られる利益は、目的物の価格が上昇することによる利益であるが、価格上昇の利益に対応するのは価格下落のリスクであり、債権者がそのような利益を得るとしても、目的物が滅失・損傷しても対価を支払うというリスクまで負担させる理由にはならない。

○目的物が滅失・損傷した場合の対価に関するリスクは、本来、滅失・損傷しないように現実に対処できた者が負担するのが公平にかなうのであり、それを所有権の所在によって決めるのは適切ではない。

そこで、534条１項の文言どおり契約締結と同時に滅失・損傷のリスクを債権者に負わせる、とするのは妥当でなく、債権者主義の適用範囲を狭めて解釈すべきであると考える。
※なお、危険負担に関する規定は任意規定であるので、特約により債権者主義を修正することは可能である。
支配移転時説・・・債権者が、契約の目的物に対する支配を取得したときに危険が移転するとする説。
ここにいう「支配」がいつ移転するのかについては、争いがある。
ⅰ引渡時説・・・引渡しの時点で、債権者が実際に目的物を使用収益することができるようになるため、支配が移転するという説。
ⅱ引渡・登記移転時説・・・債権者が使用収益権を取得する引渡しの時点のほか、債権者が対外的に権利を処分することができるようになる、登記移転の時点で、支配が移転するという説。

ⅲ引渡・登記移転・代金支払時説・・・これらいずれかの時点で、債権者は果実収取権を取得するので、支配が移転するという説。
思うに、債権者が果実収取権を取得した場合、価格上昇の利益だけではなく、目的物から現実に財産的利益を得ることができるようになるので、その後においては、目的物の滅失・損傷の場合の対価に関する危険を負うべきである。したがって、ⅲの引渡・登記移転・代金支払時説が妥当であると考える。

あてはめ

まず、本問においては、ＸＡ間の売買契約の目的物である家屋甲が「Ａの自宅から出火し、延焼した結果」焼失しているが、この焼失がＡの責めに帰することのできない事由によるものであれば、危険負担の問題になる。

そして、ＸＡ間の売買契約は、「特定物に関する物権の移転」を目的とする双務契約であり、Ｘはすでに甲の代金1億円を支払っているため、支配移転時説－引渡・登記移転・代金支払時説－に立ったとしても、危険は債権者であるＸに移転しているといえ、534条1項の債権者主義が適用される。
したがって、ＸはＡに対して、危険負担を理由として甲の代金の返還を請求することはできない。

（イ）Ｘは、Ａとの契約を解除することにより、Ａに代金の返還を請求することができるか。
☆契約の解除☆

契約の解除とは、すでに締結した契約について、一方当事者の意思表示または両当事者の合意により、その契約がはじめから存在しなかったのと同様の状態に戻す効果を生じさせる制度のことをいう。解除には、合意解除、債務不履行による解除（541～543条）、各種の契約に特有の解除（561~568条、570条、635条、641条など）があるが、本問では、履行不能による解除（543条）が問題となる。

履行不能による解除

543条によると、履行不能の場合に、解除権者の一方的意思表示（単独行為）によって契約を解除することが認められている。これは、双務契約において、相手方の債務が履行不能に陥った場合、債権者を反対債務から解放し、または自ら履行した債務の目的物の返還を認めることによって、債権者を保護するために規定されている。

要件

①履行期に債務の履行が不能であること

債権成立時には履行可能であった給付が、履行期において履行不可能であること（後発的不能）である。履行期前に不能事由が発生した場合、履行期に債務を履行できないことが確実であるならば、ただちに解除権が発生する。
また、履行が不能であるかどうかは、社会の取引観念に従って決められる。
②債務者の責めに帰すべき事由による不能であること

543条1項ただし書きにより、債務者の帰責事由が要求されている。

③解除の意思表示があったこと
解除の意思表示は、一定の要式によらねばならないというものではなく、相手方に対する意思表示があればよい。

　　効果

　当事者の一方が解除権を行使したときは、各当事者は、その相手方を原状に復させる義務を負う。（545条1項）このような解除の効果の法的性質について、以下の見解が主張されている。
　・直接効果説（判例・通説）
解除によって、契約は遡及的に消滅する、という見解。
その結果、未履行債務は当然に消滅し、既履行債務は法律上の原因を失うため、不当利得（703条）となる。この説によると、545条1項の原状回復義務は、法的な性質は不当利得返還債務であるが、原状回復義務という範囲までその返還債務の内容を拡大したものである。

・間接効果説

解除によって、契約自体が消滅するのではなく、原状を回復させる債権債務関係が発生し、原状回復義務が履行されたことによる間接的な効果として契約関係が消滅する、という見解。
したがって、未履行債務については履行拒絶の抗弁権が発生し、既履行債務については新たに返還義務が生じる。

・折衷説
解除によって、契約自体が消滅するのではないが、未履行債務については契約を将来的に消滅させ、既履行債務については新たな原状回復義務が発生する、という見解。
契約がはじめから存在しなかったのと同様の状態に戻す効果を生じさせ、解除権者を契約の拘束力から解放する、という解除の目的を達成するために、最も端的で簡明な法律構成であるため、直接効果説が妥当であると考える。

あてはめ

本問においては、ＸＡ間の売買契約の目的である家屋甲が焼失してしまっているので、Ａの家屋甲の引渡債務は履行不能となっている。（要件①）
そして、焼失の原因については、「Ａの自宅から出火し、延焼した結果」とあり、これがＡの責めに帰すべき事由によるものかは明らかではない。出火原因が自然災害など不可抗力によるものであれば、Aの責めに帰すべき事由は認められないが、Aの不注意等によって出火したのであればAの責めに帰すべき事由は認められる、と考えられる。（要件②）
したがって、Aの帰責事由が認められる場合であれば、XはAに対して、解除の意思表示をすることによって（要件③）売買契約を解除し、545条1項に基づき甲の代金1億円の返還を請求することができる。

（ｂ）AがXの返還請求を拒絶するためには、どのような主張をおこなう可能性があるか。その際、Aの自宅から出火した原因が、〈ａ〉落雷による場合、〈ｂ〉Ａのタバコの不始末による場合、〈ｃ〉Ｙの従業員が工事現場で不要品を燃やしていたたき火の火の粉が飛び移ったことによる場合で、異なるか。
本問のように、双務契約の締結後に一方の債務が履行不能になった場合、（後発的不能）その不能につき債務者の責めに帰すべき事由がある場合は、債務不履行による損害賠償・解除の問題となり、債務者の責めに帰すべき事由がない場合は、危険負担の問題が生じる。

そして、設問（ａ）（ア）で述べたように、Ｘは、危険負担を理由としてＡに代金の返還を請求することはできないのであるから、Ａとしては、Ｘの返還請求に対して、甲の引渡債務の履行不能が自己の責めに帰すべき事由によらないことを主張すればよい。
あるいは、536条2項の債権者主義を適用するために、履行不能が債権者Ｘの責めに帰すべき事由によることを主張することも考えられる。
以下、Ａがそのような主張を行う際に、〈ａ〉から〈ｃ〉の場合で異なるか、それぞれあてはめをしていく。
あてはめ

〈ａ〉落雷による場合

落雷のように出火原因が自然災害によるものの場合、履行不能につきＡの責めに帰すべき事由は認められない。

したがって、Ａは、甲の焼失が落雷によるものであって、自己の責めに帰すべき事由によらないことを主張すれば、危険負担の問題となり、前述のように534条1項の債権者主義が適用されるため、（設問ａのア参照）ＡはＸの代金返還請求を拒絶することができる。

〈ｂ〉Ａのタバコの不始末による場合

この場合、Ａの自宅の出火の原因を債務者であるＡが自らの不注意により作り出しており、また、売買の目的物である甲はＡの自宅の隣にあるため、Ａは、自宅が出火したら甲に燃え移ることを容易に予想できると考えられることから、Ａは甲の焼失が自己の責めに帰すべき事由によらないと主張することは難しい。
したがって、ＡはＸの代金返還請求を拒絶することはできない。

〈ｃ〉Ｙの従業員が工事現場で不要品を燃やしていたたき火の火の粉が飛び移ったことによる場合

この場合、甲の焼失はＡの責めに帰すべき事由によるものではなく、危険負担の問題となるが、甲の焼失は債権者Ｘと請負契約を締結しているＹの従業員の過失によるものであるから、Ａは、債権者Ｘ側に責めに帰すべき事由があるとして、536条2項の適用を主張することも考えられる。
そこで、特定物売買において、債権者に帰責性が認められる場合、534条1項と536条2項のどちらを適用すべきかが問題となる。
534条1項と536条2項の関係

思うに、民法は536条1項で債務者主義を原則としつつ、あえて534条1項に例外として「特定物に関する物権の設定・移転」を目的とする双務契約について債権者主義を規定したのであるから、534条１項の「債務者の責めに帰することができない事由」には、両当事者に帰責事由がない場合のほか、債権者に帰責事由がある場合も含み、536条2項はそれ以外の契約について規定したものと解すべきである。
また、534条1項の債権者主義を制限的に適用することの趣旨は、目的物の支配可能性がない債権者を保護することにあるので、債権者に帰責性が認められる場合には、債権者は保護に値しないので、前述の支配移転時説を採用する必要はなく、534条1項を文言どおり適用することによって、結論の妥当性を図ることができる。
したがって、534条1項を適用すべきである。

以上より、甲の売買契約は、特定物に関する物権の移転を目的とする双務契約であるので、危険負担が問題になった場合、債権者に帰責事由がある場合でも、534条1項が適用される。

したがって、Ａは、甲の焼失がＹの従業員の過失によるものであって、自己の責めに帰すべき事由によらないことを主張すれば、534条1項により危険負担における債権者主義が適用されるので、Xの代金返還請求を拒絶することができる。
　(2)　その後、Yが甲の解体作業を進め、2003年11月30日に、甲の構造部分もふくめた解体作業をすべて完了したとする。その翌日12月1日に、甲の隣にあったAの自宅から出火し、延焼した結果、乙に保存されていた甲の部材がすべて焼失してしまった。このため、結局、記念館の建設計画も事実上頓挫することになった場合に、Xは、Yに対して、契約時にYに支払った3億円の返還を求めることができるか。
（２）Xは、Yに対して、契約時にYに支払った３億円の返還を請求することができるか。
文責　沼尾　和樹
（a）XがYに対して３億円の返還を請求するための法律上の根拠として、どのようなものが考えられるか。
本問において、Xは、郷土の著名な法学者Kの記念館の建設および開設に関する一切の仕事を総額１０億円（建設費積算９億円およびYの報酬１億円）でYに委託している。そのため、XY間の契約は請負契約であるといえる。

民法６３２条（請負）
請負は、当事者の一方がある仕事を完成する事を約し、相手方がその仕事の結果に対してその報酬を支払うことを約することによって、その効力を生ずる。
請負は、当事者の一方（請負人）がある仕事を完成することを約し、相手方（注文者）がその仕事の結果に対して報酬を支払うことを約することによって、その効力を生じる（６３２条）。
例. ①AがBに１０００万円で家を建てることを頼み、Bがそれを承諾した場合（有形的場合）
　　②AがBに講演を頼み、Bが承諾した場合（無形的場合）
（ア）Xは、危険負担を理由として、Yに３億円の返還を請求することができるか。
本問では、記念館の建設途中に甲土地の隣にあったAの自宅から出火したことが原因で仕事の完成が不能となっている。この点、X,Yの帰責性は考えられないため、請負契約において、両当事者の責めに帰することができない事由で目的物が滅失・損傷し、履行が不能となった場合に、その損失を誰が負担するのかが問題となる。また、請負には、再履行（仕事の完成）が可能な場合がある。ただし、その際、増加費用を要するため、それをだれが負担するのかもあわせて問題となる。
（A）「完成」基準説
請負人は仕事の「完成」義務があるから、「完成」前の危険は５３６条１項により請負人が負担するが、「完成」後は５３４条により注文者が負担するとする。
（B）「引渡し」基準説（判例・通説）
「完成」前の危険が請負人負担であることは５３６条１項から当然であるが、「引渡し」は「完成」の一部であるから、「引渡し」までに生じた危険は、５３６条１項により請負人が負担すべきものとする。
（C）注文者負担説
請負目的物の所有権は、材料提供の様態にかかわらず、常に注文者に原始的に帰属するとの考え方を前提に、危険も所有者が負担するとする。
（D）資力配分説
公共工事では注文者負担、民間工事では、注文者が個人で請負人が企業のときは請負人負担、注文者と請負人とが等しい資力のときは折半負担とし、請負契約にはこのような黙示的合意が付随しているとする。
（E）危険領域判定説（５３６条２項類推説）
注文者・請負人間における危険の負担領域から判断すべきだとの考えから、適用性に関して抽象度の高い規定である５３６条２項を使い、債権者（注文者）の「責めに帰すべき事由の中に、注文者の多様な関与を認めて、注文者の危険領域ないし支配領域にある事由により不能が生じた場合をも含めて考える。注文者に帰責事由がなく、その支配領域に不能原因がない場合には、５３６条１項を適用し、請負人が危険を負担するとする。
請負契約において、請負人は物を注文者に引渡した時点で仕事を完成したといえ、所有権も注文者に移転する。そのため、危険も仕事の完成である引渡し時に移転すると考えられる。よって、（B）「引渡し」基準説が妥当であると解する。
＜あてはめ＞
本問では、Aの自宅からの出火により乙に保存されていた甲の部材がすべて焼失してしまったため、記念館の建設計画も事実上頓挫してしまっている。これに関して、X,Yの両当事者に帰責性はないため危険負担の問題として処理することが可能である。この際、Yは記念館を完成しておらず、目的物の「引渡し」の前であるため、５３６条１項により生じた危険については請負人であるYが負担することとなる。そのため、Xは、Yに対して、危険負担を理由として、Yに３億円の請求をすることが可能である。
（イ）Xは、Yとの契約を解除することにより、Yに３億円の返還を請求することができるか。
請負契約において、注文者は以下の３つの方法により解除を行うことが考えられる。
（ⅰ）債務不履行による解除　（設問(１)(ａ)(イ)参照）
（ⅱ）請負人の瑕疵担保責任に基づく解除
仕事の目的物に瑕疵があるために契約の目的を達することができないときは、注文者は契約を解除することができる（６３５条）。ただし、建物その他土地の工作物については、解除は認められない（６３５条ただし書）。
（ⅲ）仕事完成前における注文者の解除
請負人が仕事を完成する前は、注文者は、いつでも、損害を賠償して契約を解除することができる（６４１条）。注文者が必要としなくなった仕事を強いて完成させることは、注文者にとっても、社会的にも、無意味だからである。また、損害を賠償することによって、請負人には不利益を与えないため、このような解除が認められている。
＜あてはめ＞
本問においてXは、（ⅰ）と（ⅲ）の解除を行うことが考えられるが、（ⅲ）の解除を行うためには注文者Ｘが請負人Ｙに対して損害を賠償することが必要となる。そのためXは、この６４１条に基づく解除を行うことでYに３億円全額の返還を請求することはできない。
ではXは、（ⅰ）の債務不履行による解除を行うことでYに３億円の返還を請求することはできるであろうか。
本問では、Aの自宅からの出火により乙に保存されていた甲の部材がすべて焼失してしまったため、記念館の建設計画も事実上頓挫してしまっている。そのため、Xは５４３条に基づき履行不能による解除を請求することが考えられる。しかし、この履行不能による解除を行うためには、履行期に履行が不能なことに加えて、債務者の「責めに帰すべき事由」が要求される。本問においては、債務者であるYにAの自宅からの出火による甲の部材の焼失に関して「責めに帰すべき事由」はないため、Xは５４３条に基づく解除を主張することはできない。
以上より、Xは、Yとの契約を解除することにより、契約時にYに支払った３億円の返還をYに請求することはできない。
（ｂ）　YがXの返還請求を拒絶するためには、どのような主張を行う可能性があるか。
文責：中原　悠佑
  本問で、Yが、XY間の契約を請負契約だと解した場合、XY双方に帰責事由がなく、また請負契約の仕事完成債務は特定物に関する物権の設定・移転を目的とする債務ではないため、この場合は債務者主義の原則が適用される（民法536条1項）。したがって、仕事完成債務の債務者＝請負人のYが危険を負担し、反対給付である報酬の支払いを受ける権利を失うことになる。これでは、YはXの返還請求を拒絶することはできない。そのため、YはXY間契約を請負契約以外の契約だと考える必要があり、委任契約が考えられる。
本問のXY間の契約は、「総額10億円(建設費積算9億円およびYの報酬1億円)で、記念館の建設および開設に関する一切の仕事をYに委託する旨の契約」とあるので、Xを委任者、Yを受任者とした委任契約と解することができる。
委任と請負の区別　
　請負とは、当事者の一方（請負人）がある仕事を完成することを約し、相手方（注文者）がその仕事の結果に対して報酬を支払うことを約することによって成立する契約をいう(632条)。
　それに対し、委任とは、当事者の一方(委任者)が相手方(受任者)に対して法律行為をなすことを委託し、相手方がこれを承諾することによって成立する契約をいう(643条)。法律行為以外を委託することを準委任というが、法律効果は、委任と同じに扱われる(656条)。
　請負は仕事の完成を目的とするのに対し、委任(準委任)は、法律行為または事務が委託されるだけであり、その完成は目的とされていない。
また請負は有償契約であるのに対し、委任は無償が原則である。
委任の効力
　(a)　受任者の義務
　　①善管注意義務……受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理しなくてはならない(644条)。
　　②自己執行義務(自身服務の原則)……委任は、当事者相互の信頼関係を基礎として締結される契約であり、受任者の自由裁量の余地もある。それゆえ、(明文の規定はないが)請負の場合と異なり、原則として受任者自身がその仕事をしなければならない。
　　③報告義務・受領物引渡義務・取得権利移転義務・金銭消費の責任(645条～647条)

　　　 eq \o\ac(○,a)受任者は、委任者の請求に応じて状況を報告したり、終了後に結果を報告する義務がある(645条)

　　　 eq \o\ac(○,b)委任事務処理にあたって(第三者からあるいは委任者から)受け取った金銭その他の物があるときは、それを委任者に引渡し(646条1項)、また受任者が、委任者のために自己の(受任者の)名前で取得した権利があるときはそれを委任者に移転する義務がある(646条2項)。
　　　 eq \o\ac(○,c)受任者が委任者に引き渡すべき金銭を自分のために消費してしまったときは、その消費した日以降の利息を支払う義務がある。なお、損害がある場合には、その賠償の責任を負う(647条)。
　(b)　委任者の義務(受任者の権利)

　　①報酬支払義務(648条)

　　　 eq \o\ac(○,a)受任者は、特約がなければ、委任者に対して報酬を請求することができない。委任は、原則無償とされる (1項)。
　　　 eq \o\ac(○,b)受任者は委任事務終了後でなければ報酬を請求することができない(2項)。

　　　 eq \o\ac(○,c)受任者は、自己に責任のない事由で委任が中途終了した場合にも、すでに履行した割合に応じて報酬請求をすることができる(3項)。
　　②費用前払義務(649条)……受任者が委任事務を処理するのに費用がかかるという場合には、委任者はその費用を前払いしなければならない。
　　　　例：弁護士の着手金
　　③費用償還義務等(650条)

　　　 eq \o\ac(○,a)受任者は委任事務を処理するのに必要と認めるべき費用を支出したときは、費用と支出した日以降の利息の支払いを委任者に請求できる(1項)。
　　　 eq \o\ac(○,b)受任者が委任事務を処理するのに必要と認められる債務を負ったときは、委任者に対し、自己に代わってその弁済をさせることができる(2項)。
　　　 eq \o\ac(○,c)受任者は、委任事務を処理するにあたって、自己に過失なくして損害を受けたというときは、委任者に対して損害賠償を請求することができる(3項)。
(ア)　Yは、甲の代金としてAに支払った１億円について、Xの返還請求を拒絶できるか。
　
	民法649条
委任事務を処理するについて費用を要するときは、委任者は、受任者の請求により、その前払いをしなければならない


　
（あてはめ）
本問では、Yが委任事務を処理するのに費用がかかるので、Xはその費用を前払いしなければならない、そして、XY間契約時にYに支払われた最初の3億円がこれにあたると考えられる。その後、Yは、甲の代金としてAに1億円を契約時に支払っている、これはYが委任事務を処理するのに必要な費用だと考えられるため、Yは甲の代金としてAに払った1億円について、Xの返還請求を拒絶することができる、と考えられる。
(イ)　Yは、甲の解体工事にかかった費用（5000万円とする）について、Xの返還請求を拒絶できるか。
　　
（あてはめ）
上記の(ア)の場合と同じく、甲の解体工事にかかった費用5000万もYが委任事務を処理するのに必要な費用だと考えられる。したがって、Yは甲の解体工事にかかった費用5000万についても、Xの返還請求を拒絶することができる、と考えられる。
(ウ)　Yは、１億円の報酬分について、Xの返還請求を拒絶できるか。
(エ)　Yは、甲の買取りおよび解体作業が計画全体の25％程度を占めるとして、この仕事に対する報酬2500万円分について、Xの返還請求を拒絶できるか。
	　民法648条3項
委任が受任者の責めに帰することができない事由によって履行の中途で終了したときは、受任者は、既にした履行の割合に応じて報酬を請求することができる。


受任者は、自己に責任のない事由で委任が中途終了した場合にも、すでに履行した割合に応じて報酬請求をすることができる。
　
（あてはめ）
本問では、Yは、自己に責任のない事由(Aの自宅から出火)で委任が中途終了したので、すでに履行した割合(計画全体の25％)に応じて報酬請求をすることができると考えられる。
　したがって、Yは１億円の報酬分すべてについてXの返還請求を拒絶できないが、１億円の25％にあたる2500万円についてXの返還請求を拒絶できる、と考えられる。
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　資産家Xは、郷土の町おこしのために、郷土の著名な法学者Kの記念館を建設することを思い立ち、2002年8月ごろに、建設業者Yに相談した。Yは、Xの希望を受けて調査をおこなった結果、Kの生家甲が現在は空き家として残っていたことがわかったので、2003年2月1日に、Xに対し、甲を買い取り、これを記念館の建設予定地に移築して、記念館に改装することを提案した。Xはこれを了承し、2003年4月1日に、総額10億円（建設費積算9億円およびYの報酬1億円）で、記念館の建設および開設に関する一切の仕事をYに委託する旨の契約を締結した。その際、2004年3月31日までに、記念館を竣工のうえXに引き渡すこととされ、契約時にXがYに3億円を支払うほか、甲の移築完了時に3億円、記念館の引渡時に４億円を支払うことが約定された。この約定にしたがい、同日、XはYに3億円を支払った。


　その後、Yは、甲の所有者Aと甲の買取りについて交渉を重ねたが、Aが強く難色を示したため、2003年6月1日に、Xの了承を得て、甲の代金を当初の予定額よりも2000万円上乗せして1億円とし、契約時に即金でAに支払うことを提案した結果、ようやくAの承諾を取り付けることができた。そこで、2003年7月1日に、Yは、Xを代理して、Aから甲を1億円で買い取る旨の契約をAと締結し、同日、甲の代金として、Xから受け取っていた3億円のなかからAに１億円を支払った。その際、甲はYが解体したうえで移築するものとされ、甲の解体・移築作業は同年末までにおこない、移築が完了するまで甲の敷地をYが利用することが了承された。


　その後、Yは、2003年7月10日から、甲の解体作業の準備にとりかかり、甲の部材を保存するために、Aの了承を得て甲の敷地内にプレハブの倉庫乙を建築したうえで、2003年8月10日から、甲の内装部分の解体に着手し、取り外した部材を分類・整理のうえ、乙に保存することとした。





（１）2003年8月1日に、甲の隣にあったAの自宅から出火し、延焼した結果、甲および乙が焼失してしまった。この場合に、Xは、Aに対して、甲の代金として支払われた1億円の返還を求めることができるか。
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